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研究成果の概要： 
 胚や胎児の道徳的地位を問題にして、胚や胎児を医学研究や難病患者の治療に利用する
ことを禁止すべきだという議論がある。しかし、現実には余剰胚は廃棄され、人工妊娠中
絶も実施され、中絶胎児は廃棄されている。では、胚や胎児の利用を禁止すべきだという
主張を現実的なものにするためには、どのような議論を組み立てていけばよいのだろうか。
これを明らかにするために、スイスの生殖医療法改正の動向や、中絶胎児の研究利用を容
認したスイス移植法および人体研究法の議会審議の状況などを調査した。 
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１．研究開始当初の背景 
 

研究課題「胚、胎児に関する倫理的議論の
再構築―人格か否かという議論を超えて―」
（以下、本研究課題）は、生命倫理の古典と
も言える、ヒトの胚および胎児の道徳的地位
をめぐる問題を扱うものであった。近年、再
生医療や生殖医療などの進展に伴い、胚や胎
児を用いた治療や研究も行われるようにな
っており、本研究では特に、医療資源化とい
う観点から、胚・胎児の道徳的地位に関する

倫理的議論をとらえなおすことを試みた。 
出生以前のヒトの生存権をめぐる倫理的

問題は、1970 年代に人工妊娠中絶（以下、中
絶）の是非がアメリカで法廷闘争になったこ
とや、女性の自己決定権という観点からも社
会的に大きな議論となっていた。1970 年代か
ら 80 年代は、人工授精、卵子提供、代理母
などの生殖医療、または中絶の是非の枠内で
ヒトの生存権が議論されていた。しかし、
1998 年にヒト ES 細胞が樹立されて以降、胚・
胎児の道徳的地位をめぐる議論は新たな時
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期に入った。ES 細胞とは、ヒトのあらゆる臓
器、組織に分化する能力を持つ細胞のことで、
受精後５日から７日の段階の胚から採取・樹
立される。この細胞から培養した組織の移植
は、糖尿病や、これまで不治とされてきた脊
髄損傷、パーキンソン病等の治療に効果があ
ると言われている。これまで胚研究が、生殖
医療という限られた領域の人々を対象とし
てきたのに対して、ES 細胞の樹立以降は「病
気になりうる人々」という、いわば全人類が
恩恵を受けうる対象となっている。そして、
この新しい研究に関して、各国は法律や指針
の制定・改正を行いつつある。 
このような状況に伴い、倫理的議論も盛ん

になっている。胚・胎児の生存権に関する倫
理学上の理論としては、「人格としての（自
己意識などを持つ）人間」と「人格ではない
（単に生物学的な意味での）ヒト」の区別を
行い、後者については生存権を認めないとい
う議論（パーソン論）がある。特に、こうい
った胚の生存権を否定する議論に対しては、
潜在性説、種属説、同一性説、連続説といっ
た議論もある。これらの議論の状況について
は、すでに詳細な検討を行ったところである。
（拙稿「ヒト胚の道徳的地位をめぐる論証の
検討」『医療・生命と倫理・社会』第３号、
119-129 頁参照。） 
しかしながら、これらの議論が過熱気味の

研究競争という現実に対して、冷静な議論を
促す効果を持つかどうかには疑問がある。な
ぜなら、胚・胎児を用いた研究では、廃棄さ
れる運命にある「余剰胚」、あるいは中絶に
よって生じる「中絶胎児」が用いられるから
である。つまり、胚・胎児が生存権を持つ人
格か否かという議論を飛び越えて、妊娠のた
めにはもはや利用されることのない胚や、妊
娠の継続を止めた母体外の死亡した胎児が
現に存在してしまっている。胚・胎児が保護
すべき人格にあたるかどうかという伝統的
な倫理学の議論は、余剰胚や中絶胎児の利用
の問題に即しているとは言えない。法的に容
認された不妊治療の一環で生じる余剰胚や、
法的に許容されている中絶によって生じる
中絶胎児の利用の倫理的問題を問うときに、
「人間の尊厳」を持ち出して胚・胎児の生存
権を導く議論を行うならば、体外受精や中絶
そのものが倫理的に容認されるかどうかも
問わねばならない。もちろん、そのような議
論も必要で意義のあるものではあるが、実際
に行われつつある余剰胚や中絶胎児の利用
の倫理的議論が空洞化してしまう危険があ
る。 
特に、中絶胎児の利用に関しては、これま

で日本ではほとんど議論されていないにも
関わらず、臨床応用が行われつつある。日本
では中絶が広く行われているにもかかわら
ず、タブー視されているという現状から、中

絶胎児の利用の倫理的問題に関する研究は
これまでほとんど行われてこなかった。「中
絶が広く行われているのに、なぜ胎児や余剰
胚の利用がいけないのか」という問いも、患
者たちから出てきている。生殖医療と再生医
療の進展とともに生じる胚・胎児の利用につ
いて、「人間の尊厳」に基づく空洞化した議
論を構築しなおす必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
 
胚・胎児の利用に反対する主張は、「人間

の尊厳」に基づいて保護を訴える。それに対
して、利用に賛成する主張は、パーソン論に
基づき胚・胎児の人格性を否定し、患者の利
益を訴える。しかし、胚・胎児の利用の倫理
的問題を扱う際に、人格か否かという議論で
は不十分である。 

胚・胎児の研究利用に関する倫理的議論で
持ち出される論法に、「道徳的共犯論」とい
うものがある。これは、胚を余剰させること、
あるいは中絶そのものが道徳的に悪である
から、胚・胎児を利用することも道徳的に悪
であるという論法である。つまり、中絶胎児
の利用の場合で言えば、道徳的に容認できな
い中絶を前提としているために、中絶胎児の
利用も、中絶という道徳的悪に加担するもの
であるという。この論法の問題点は、先にも
述べたように、体外受精や中絶が比較的自由
に行われている場合には、インパクトのある
主張にはなりえないことである。逆に、体外
受精禁止、中絶反対という保守的な論調に与
することになる場合がある。 
 以上のことをふまえ、研究の目的は、胚・
胎児の生存権や中絶の倫理性それ自体を問
題にするのではなく、仮に胚を廃棄すること
や中絶が道徳的に容認されうるとしても、
胚・胎児の研究利用の是非について、倫理的
に議論されなければならないことを示すこ
とである。胚・胎児の研究利用の是非につい
ては、哲学的な議論から後退し、アドホック
な法的議論になるか、手続き上の議論になり、
問題が矮小化される傾向がある。このような
傾向を避け、問題を適切に捉えるために、具
体的には次の点を目的とした。法的、文化的、
宗教的背景を踏まえて、胚・胎児の利用を行
っている諸外国において、胚に生存権を認め
ながらも、胚が廃棄されている現状や、中絶
が合法的に行われ中絶が女性の権利とも主
張される現状についてどのように考えられ
ているかを明らかにすること。また、特にド
イツやスイスの指針や法律などを参考にし
て、胚・胎児が医療資源として用いられるこ
とについて、現実の政策としてはどのように
議論されているのかを調査すること。 
 



 

 

 
３．研究の方法 
 
 胚・胎児の利用に関するスイスとドイツの
法律、議会議事録、文献の調査を中心に行っ
た。まず、法律や議会議事録を調査の対象と
する理由だが、倫理学上の議論をこえて、現
実の政策として受け入れられるためには、ど
のような議論が効果的なのかを考え、現実に
即した検討を行うためである。そして、その
中でもスイスとドイツをとりあげる理由と
しては、胚利用あるいは中絶に関して、両国
は比較的厳格な法律があったか、現在もあり、
近年になって改正の議論が議会で行われつ
つあるからである。 
 例えばスイスでは、胚・胎児の利用に関す
る連邦法が、次の表のように 1990 年代から
現在にかけて整備されつつある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この中で、今回研究対象としてものは、生
殖医療法の改正（着床前診断の解禁）と、移
植法に関する議論である。生殖医療法の改正
は、ES 細胞の樹立のための余剰胚利用を容認
した幹細胞研究法とも関連づけて議論され
た。また、スイスの移植法はドイツと同じく、
中絶した胎児の細胞・組織を移植目的で利用
する条件などの規定を含んでいる。これらの
法律の改正・制定の中でどのような議論が行
われていたかを明らかにする。 
 また、文献の調査を通じて、体外受精胚の
保存、胚の利用、中絶、中絶胎児の利用のそ
れぞれの可否についてマッピングを行う。こ
れまでの研究に基づけば、予想される結果に
ついては、以下の表のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 

この表において、Ａは、いわゆるパーソン
論を唱える者であり、例えばピーター・シン
ガーがこのグループに属する。シンガーは、
中絶胎児の利用について次のように述べて
いる。 

「（中絶が）少なくとも妊娠 18 週以前に行わ
れる場合、中絶それ自体は道徳的によくも悪
くもない。この時期以降に行われる中絶は胎
児にいくらかの痛みを与えるかもしれない
が、それでさえ、その結果が免疫系の異常に
苦しむ子供の生命を救うことによってより
大きな苦しみを防ぐことになるなら、あるい
は、年長者のパーキンソン病やアルツハイマ
ー病の治療に結びつくなら、正当化されうる
だろう。」（P. Singer, Practical Ethics, 2nd 
Ed., 1993, p.166.）（引用文中の括弧内は本
報告書作成者の補足） 
次に、Ｂの代表的なものは、受精の瞬間を

生命の始まりと考えるキリスト教カトリッ
クの教義に基づく理論である。Ｃは、胚の保
存の禁止と中絶の禁止を主張しながら、胚利
用と中絶胎児の利用の容認を主張する。一見
すると矛盾する立場だが、例えば胚研究に関
するドイツの政策がこれにあたる。ドイツは
胚保護法で胚の保存を禁止しているが、一方
で輸入した ES 細胞の研究を容認している。
これは国家の政策としての選択であり、ダブ
ルスタンダードだという批判もある。しかし、
ドイツの選択は、余剰胚から研究目的での胚
の作成、そしてクローン胚作成などへ進みつ
つある胚利用に対する歯止めになっている。 
本研究課題で主眼としたのは、Ｄにあたる

理論の検討である。Ｄは、体外受精と生殖の
ための胚の保存、そして中絶を容認しつつも、
研究目的での胚や中絶胎児の利用禁止を主
張するものである。不妊カップルの生殖の手
段として法的に容認されている体外受精や、
女性の自己決定権の文脈でも議論される中
絶を否定することは、現実的な考えとは言え
ず、それらを否定することは非常に保守的な
議論になる。しかし、それらを容認するなら
ば、胚・胎児の利用まで容認しなければなら
ないとなると、再生医療の進展の中で歯止め
のない胚利用に同意することにもなる。した
がって、このＤに焦点をあて、Ａに対抗する
現実的な議論として文献や法律の審議の中
に見出そうとしたのである。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)上述の表に関して、Ｄにあたる議論につ
いては、例えば次のようなものがある。スイ
スで、幹細胞研究法の制定に反対して出され
た、市民団体の声明である。 
「母と胎児は生物学的な意味で共生関係に
あり、それゆえ緊急の場合は母の健康が子ど
もの健康よりも優先されねばならない。子ど
もは母の逼迫した状況によって自らの生存
権を失うが、しかし道具化されるわけではな
い。（中略）妊娠中絶とは違って、余剰胚の
場合には、突然に「処分権」が問われる。余



 

 

剰胚の生存権が否定されるので、余剰胚は第
三者の利益のために資源として利用されて
もよいことになる。これが決定的な違いであ
る。この理由から、中絶と余剰胚の利用は決
して同一視してはならない。」（Basler Appell, 
Argumente für ein Nein zum Stammzellen- 
forschungsgesetz, 2004.） 

この団体は、スイスの緑の党系の団体で、
中絶の合法化のための刑法改正には反対し
ていなかったが、幹細胞研究法による余剰胚
の研究利用には反対して、国民投票にかける
ための署名を集めていた。この団体の主張に
よると、中絶は子どもの健康よりも母親の健
康を優先させるという理由で容認されるが、
余剰胚の利用は「道具化」であり、第三者の
利益のために行われることであり、容認でき
ないということである。 
 この議論の仕方には、いくつか問題もある。
例えば、中絶が子どもの健康よりも母親の健
康を優先させるという理由で行われるもの
では必ずしもないという問題である。スイス
は、中絶に関しては刑法改正によって、期限
規制型を採用しており、妊娠の初期の段階で
あれば、母親の意思による中絶が可能なので
ある。ただし、中絶と胎児の利用、そして体
外受精と胚利用が、それぞれ別々の文脈で行
われるものだという指摘は考慮に値する。こ
れらの論点については、『捨てられるいのち、
利用されるいのち―胎児組織の研究利用と
生命倫理』の第６章「中絶と胎児利用の「道
徳的共犯関係」の問題―ドイツ・スイスの指
針を手がかりに」で検討をしている。 
 
(2)スイスでは 1998年制定の生殖医療法で体
外受精を容認し、2003 年制定の幹細胞研究法
で余剰胚の研究利用を容認した。 

生殖医療法では、着床前診断を禁止してい
たが、幹細胞研究法の制定によって、着床前
診断の解禁を求める動きが起き、2005 年に連
邦議会は着床前診断の解禁の動議を可決し
た（法律の改正自体は、2009 年５月現在、ま
だ行われていない）。この流れの中で興味深
いものは、余剰胚からの幹細胞樹立の容認に
よって、着床前診断の禁止との「法的不整合」
が強く主張されたことである。すなわち、幹
細胞研究法が胚からの細胞の採取を容認し
ているのに対して、同じく胚からの細胞の採
取を行う着床前診断が生殖医療法で禁止さ
れているのは一貫していないという主張で
ある。また、遺伝検査法によって出生前診断
が容認され、刑法によって中絶も容認されて
いるのに、着床前診断が禁止されているのが
おかしいという主張もあった。 
 着床前診断の解禁の動議に対して、キリス
ト教保守派の政党は反対し、緑の党の多数派
も反対した。また社会民主党の一部の議員も、
出生前診断は女性が疾患のリスクや胎児の

障害に関して妊娠を継続するかどうか決め
ることができ、出生前診断が情報として役立
つのに対して、着床前診断は選別のために役
立つだけであるという反対意見を述べてい
た。しかし、議会の多数派は、着床前診断を
容認した。胚の保護という宗教的な支えがな
い場合には、出生前診断あるいはその後の中
絶と、余剰胚の利用や着床前診断による胚の
選別との間の道徳的な意味の違いをよほど
強く論証しない限りは、このように押し流さ
れてしまうことがわかる。したがって、日本
においても、体外受精、着床前診断、出生前
診断、中絶、中絶胎児の利用、余剰胚の利用、
研究目的での胚の作成、クローン胚の作成と
いった行為について、それぞれの間にある差
異について明確にしておく必要がある。 
 
(3)中絶胎児の利用に関しては、ドイツでは
2007 年に移植法が改正されて、胚・胎児の組
織・細胞の移植利用の規定が新設された（齋
藤純子「ドイツの臓器・組織移植法」『外国
の立法』第 235 号、2008 年、96-134 頁参照）。
スイスでもこれまでの医科学アカデミーの
指針にかわって、2004 年制定の移植法におい
て、胚・胎児の組織・細胞の移植利用の規定
が設けられている（拙稿「スイス移植法の概
要と制定経緯」『福井工業高等専門学校 研究
紀要 人文・社会科学』第 42 号、2008 年、13-49
頁参照）。スイスの移植法の議会における審
議では、中絶と胎児の移植利用の関係につい
てはほとんど議論がなかった。スイスでは、
中絶胎児の研究利用については新しい連邦
法（人体研究法）が準備されている。そのた
め、この問題については、2008 年から始まっ
た人体研究に関する憲法改正の審議と、人体
研究法制定の審議の中で扱われる可能性が
高い。今後、この人体研究法をめぐる議論に
注目し、中絶と中絶胎児の利用の関係につい
て追っていくことにした。 
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